
様　式　イ

平 成 20 年 度 第 ２ 次 新 ま ち づ く り 計 画 事 業 進 行 調 書 （ そ の １ ）

計画体系ｺｰﾄﾞ 1-2-3 事業名 子どもの権利の推進

担 当 子ども未来局子ども育成部子どもの権利推進課　田中　℡211-2942

全　　体　　計　　画

事

業

内

容

１　子どもの権利の推進
　　・子どもの権利条約の普及啓発（制定後の条例の普及
　　啓発を含む）
　　・子ども議会
２　子どもの権利条例の制定等

＜年 度 別 の 事 業 内 容＞
（19年度）
　・条例制定に対する理解促進
　・子どもの権利侵害からの救済制度についての検討
　・検討会議の設置
（20年度）
　・条例制定及び救済制度設置
　・権利委員会設置準備
（21年度）
　・権利委員会の設置
　・推進計画の検討
（２２年度）
　・推進計画の策定

事

業

内

容

・

量

・

場

所

･

規

模

・

件

数

等

平 成 19 年 度 事 業 内 容 （ 決 算 ） 平 成 20 年 度 事 業 内 容 　（ 予 算 ）
①子どもの権利条約の広報・普及（2,181千円）
　・子ども議会、人形劇巡回公演の実施、条約パンフレットの
作製
②子どもの権利条例の制定準備（8,483千円）
　・検討会議の開催経費（委員報酬、会議録作成等）2,314千
円
　・パブリックコメント実施経費（素案資料作成等）1,785千円
　・条例づくりの周知経費（パンフ作製等）1,336千円
　・その他事務的経費 3,048千円

Ⅰ．当初予算計上事業
　①子どもの権利条約の広報・普及（1,420千円）
　　・子ども議会、人形劇巡回公演の実施、条約パンフレットの
作製
　②子どもの権利条例の広報・普及（5,780千円）
　　・条例の広報・周知、フォーラムの開催等
Ⅱ．補正予算計上事業
　①子どもの権利救済機関運営管理費（14,200千円）
　　・救済委員報酬、救済機関設置の広報等
　　　　（第2回定例市議会において補正予算可決)

達　成　目　標　の　状　況

項　　　　　　目
18年度末
(現　　状)

19年度末
(実　　績)

20年度末
(予　　定)

21年度末
(予　　定)

22年度末
(予　　定)

22年度末
(目　　標)

子どもの権利条例の制定 － 準備 制定 推進 推進
制定

（20年度）

■市民との連携、市民参加
検討会議の設置・運営（H19.8～H20.2）に際しては、委員公募を行うととともに、会議情報の迅速な公表を心がけた。また、救済制
度の検討に当たっては、検討会議において、委員と子どもとの意見交換が開催された。さらに、条例素案のパブリックコメント
（H20.2）に際しては、子ども用と大人用をそれぞれ作製し、広く意見募集を行った。

■企業等との連携・協働
　 [資金協力]
　 [人材協力]
　 [情報協力]
　 [その他の協力]

■市民・企業等が参加しやすい環境づくり
子どもの参加機会の保障を推進することを条例案でも規定しており、子どもが自らの意見を形成し、市政をはじめ様々な事柄に参加
しやすい環境づくりが進められるよう、分かりやすい情報発信等に心がける。

市 民 ・ 企 業 等 と の 協 働 の 状 況 （ 市 民 ・ 企 業 等 の 参 加 、 支 援 、 協 力 の 状 況 ）



様　式　イ

平 成 20 年 度 第 ２ 次 新 ま ち づ く り 計 画 事 業 進 行 調 書 （ そ の ２ ） （単位：千円）

事業名 子どもの権利の推進

評    価　（　成　果　） 課    題

計画体系ｺｰﾄﾞ 1-2-3

条例の制定に向け「子どもの権利条例検討会議」を設置し、市民
の参加のもと、条例をより良いものとするための工夫や、子どもの
権利侵害からの救済制度について審議が進められた。また、検
討会議の答申をもとに、条例素案に対するパブリックコメントを実
施し、子ども、大人を合わせて393人の市民から意見が提出され
た。
これらの取組のほか、条例制定の意義等について、地域に出向
いての説明会等を数多く開催し、子どもの権利についての普及
が進められたと考えられる。

子どもの権利について、市民が正しく理解するための広報・普及
を、引き続き積極的に行う必要がある。また、権利侵害からの救
済機関の設置・運用に当たっては、子どもを含めた多くの市民か
ら親しまれる、実効性ある機関とするための工夫が必要である。

今   後   の   事  業  の  予  定  ・ 方  向
子どもの権利について、市民が正しく理解するための広報・普及を、引き続き積極的に行うとともに、悩み苦しむ子どもに対し、迅速
かつ適切な救済を図るための新たな救済機関を設置し、その運営業務を行う。また、子どもの権利の保障状況を検証する「子どもの
権利委員会」の設置や推進計画の策定の検討などを通して、市民と市が一体となった、子どもの権利保障の取組を進めていく。

事　　業　　費　　の　　推　　移
項  目 19年度 22年度 計

予　算

事 業 費
一 般 財 源
そ の 他

計　画

事 業 費

財
源
内
訳

国 ･ 道 支 出 金
市 債

一 般 財 源
0 0

国 ･ 道 支 出 金

19,980
事 業 費

財
源
内
訳

財
源
内
訳

国 ･ 道 支 出 金
市 債
そ の 他 0

1,974
0
0

《全体》

[19年度]

[20年度]

計　画　と　の　差　異  (　予　算　・　事　業　内　容　・　規　模　・　時　期　等　)

一 般 財 源

0

8,000
2,000

0
0

6,000
8,000
2,000

0

6,000
10,664
1,974

0
8,690

20年度 21年度

2,000 2,000
0 0
0 0

23,000 51,000 52,000 134,000

0 0

2,000 8,000
0 0

21,000 49,000 50,000 126,000
－ － 29,400

1,420 3,420
21,400

0 0

25,980
－ － － 10,664

事　業　費　の　進　捗　率 　（19年度実績事業費＋20年度予算事業費） ／ （計画事業費） 23.9%
8,690

実　績 市 債
そ の 他


